
１．法人の概要 【役員名簿】

役職名 氏名 現任期終了 備考

理 事 長 鈴木　 直 R6.6.30

専 務 理 事 北辻　卓也 R6.6.30 常勤

常 務 理 事 木村　祐二 R6.6.30 常勤

理 事 大槻　芳伸 R6.6.30

理 事 西村　伸也 R6.6.30

理 事 福岡　雅子 R6.6.30

千円 理 事 槇山　愛湖 R6.6.30

千円 理 事 中島　　 宏 R6.6.30

千円 監 事 多木　秀雄 R6.6.30

千円 監 事 松本　高秋 R6.6.30

千円

千円

２．役職員の状況 （単位：人）

府派遣 府OB 府派遣 府OB 府派遣

2 0 0 0 0 2 0 役員の定数・任期・選任方法

8 0 1 0 1 8 0 定数 理事 3 名以上8名以内

7 9 監事 3 名以内

15 0 0 0 0 16 0 任期 理事 2 年

4 6 監事 2 年

19 0 0 0 0 16 0 選任方法

45 0 0 0 0 47 0

12 人）の

 歳

プロパー職員

プロパー職員
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環境農林水産部脱炭素・エネルギー政策課法人所管課

理事及び監事は、評議員会の決議
により、選任する
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公益財団法人　地球環境センター

令和４年度 令和５年度

【令和５年７月１日現在】

設立年月日代 表 者 名

（基本財産）

大阪ガス(株)

354,164 20.2%

千円

2.1%

理事長　　鈴木　直

電 話 番 号

Ｈ Ｐ ア ド レ ス

2

日本に蓄積された豊富な環境保全に関する知識と経験を活用し、国際連合環境計画の
実施する開発途上国における大都市の環境保全に資する活動に対する支援及び地球
環境の保全に資する国際協力等を推進し、もって開発途上国における環境保全を始めと
する地球環境の保全に貢献することを目的とする。
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常勤役員

非常勤役員
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【各年度７月１日時点】
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　一般財団法人または公益財団法人移行年月日 平成２２年４月１日

37.1%

8
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62,500

（公社）関西経済連合会理事・経済調査部長大阪市 37.1%

（公財）大阪ガス国際交流財団理事

650,000

関西電力(株)
主　な

出捐団体
（出捐割合）

府OB

その他の団体

大阪商工会議所理事・産業部長

現職名

大阪大学名誉教授

大阪市立大学名誉教授

（元大阪府環境農林水産部環境管理室長）

（一財）環境事業協会常務理事

49.2

プロパー職員（ 給与に関する状況（令和４年度）

その他

常勤職員計

年間給与手当支給額平均 7,952 千円 平均年齢

47

一
般
職



公益財団法人 地球環境センター

【事業計画及び事業実績】

JCM資金支援事業の対象案
件ごとのMRV進捗管理、プロ
ジェクト登録・クレジット発行
支援、国内外の理解促進、企
業間のビジネスマッチング等
を行う。
Team E-Kansai会員企業の環
境技術・サービスのDX（デジ
タルトランスフォーメーション）
化の推進のため、環境技術
等に遠隔監視・管理制御等を
組込んだシステムの構築・運
営において確保すべきサイ
バーセキュリティ対策（課題
の抽出、脆弱性の診断、情報
漏洩対策等）の拡充のための
伴走支援などを行う。

JCM資金支援事業等に関するMRV進捗
管理、国内外の理解促進、JCM資金支
援事業への事業者の参画促進、資金支
援事業の更なる発展のための調査業務
等を実施する。

JCM資金支援事業の対象案
件ごとのMRV実施のための
手続支援、プロジェクト登録・
クレジット発行支援、国内外
の理解促進等業務を行った。

３．二国間クレジット制度（JCM）資金支
援事業の国内外における理解促進・参
画促進検討・効率的なMRV実施のため
の手続支援等委託事業
【環境省委託事業】

４．地域DX促進活動支援事業
【近畿経済産業局補助事業】

近畿経済産業局の協力のもと、環境・エ
ネルギー関連企業のDX化を支援するこ
とにより、付加価値や競争力の向上を
図り、関西地域からアジアへの環境・省
エネ技術の海外展開を支援する。
本事業により、優れた環境技術を保有
する中小企業の相互連携と海外展開を
推進し、地域の活性化に寄与するととも
に、技術移転を通じた途上国の環境課
題の改善に貢献する。

２．コ・イノベーションによる脱炭素技術
創出・普及事業
【環境省補助事業】

エネルギー起源二酸化炭素排出抑制の
ための低炭素技術について、途上国と
の協働により、途上国のニーズに適した
低炭素製品・サービスのイノベーション
及び市場創出につなげる事業に要する
経費の一部を補助する事業に対して補
助金を交付し、事業実施を指導・監督す
る。

事業の執行団体として、公
募・採択を行い、事業者に対
し補助金を交付し、事業実施
を指導・監督した。

事業の執行団体として、事業
実施を指導・監督し、事業者
に対し補助金を交付する。

１．二国間クレジット制度（JCM）プロジェ
クト設備補助事業
【環境省補助事業】

民間企業等による優れた低炭素技術等
を活用した事業への投資を促進し、途
上国における温室効果ガスを削減する
とともに、二国間クレジット制度（JCM)を
通じて我が国の温室効果ガス排出削減
目標の達成に資することを目的とした資
金支援事業であり、このうち設備補助事
業に要する経費を補助する事業に対し
て補助金を交付し、事業実施を指導・監
督する。

R4年度事業について公募・採
択を行い、H30～R4年度事業
の指導・監督、確定検査、補
助金交付を行った。

令和４年度実績
事　業　内　容 備　考事　項

事　業　量　
令和５年度計画

環境分野の技術・製品・サー
ビスのデジタル化による高度
化支援事業に取り組んだ。環
境ビジネス分野へのDX導入
説明会、地域企業とITベン
ダー間のマッチング、環境ビ
ジネスDX普及促進セミナー
等を実施した。ベトナム・ビン
ズン省において促進交流会を
実施し、Team E-Kansai会員
企業と現地の政府機関、工業
団地等とのネットワークづくり
に取り組んだ。

３．主要事業の概要　

R5年度事業について公募・採
択を行い、H31～R5年度事業
の指導・監督、確定検査、補
助金交付を行う。



公益財団法人 地球環境センター

４．大阪府の財政的関与の状況 （単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

予算

0 0 0 0
0 6,811 6,098 0

（ 公 募 ） 0 6,811 6,098 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 6,811 6,098 0

0 0 0

0 0 0

環境の長期目標達成に資する将来有望な先進的な環境技術
シーズやニーズ等の調査を実施し、その内容をもとに有識者
検討会による具体的な方策の検討やシンポジウムによる事業
者・府民等への普及啓発を図る。

貸　付　金

環境・エネルギー技術シーズ調査・普
及啓発業務

委　託　料

区　　分

補　助　金

府損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

府借入金残高（期末）

その他（分担金・負担金・出捐金等）

合 計

補助金、委託料等の内容



公益財団法人 地球環境センター

　

５．財務状況
(単位：千円）　

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減

3,030,225 2,528,045 3,099,177 571,132

1,207,124 686,787 1,226,082 539,295
現金預金 1,102,497 521,662 1,099,779 578,117
未収金 101,998 161,799 123,388 △ 38,411
その他流動資産 2,629 3,326 2,915 △ 411

1,823,101 1,841,257 1,873,095 31,838
基本財産 1,754,164 1,754,164 1,754,164 0
特定資産 59,588 78,160 110,177 32,017
その他固定資産 9,350 8,934 8,755 △ 179

1,053,369 530,518 1,103,259 572,741

1,038,074 513,549 1,082,903 569,354
短期借入金 0 0 0 0
未払金 707,085 307,012 331,094 24,082
その他流動負債 330,989 206,537 751,809 545,272

15,295 16,969 20,356 3,387
長期借入金 0 0 0 0
各種引当金 15,295 16,969 20,356 3,387
その他固定負債 0 0 0 0

1,976,857 1,997,527 1,995,918 △ 1,609

1,300,102 1,300,102 1,300,102 0
676,754 697,425 695,816 △ 1,609

正味財産合計
指定正味財産
一般正味財産

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

　

貸
借
対
照
表

資産合計
流動資産

固定資産

負債合計
流動負債

固定負債



公益財団法人 地球環境センター

(単位：千円）　

令和２年度 令和３年度 令和４年度 前年度比増減

経常収益 4,978,732 5,050,131 6,179,383 1,129,252
基本財産運用益 9,496 9,689 10,455 766
特定資産運用益 1 1 1 0
受取会費 0 0 0 0
事業収益 238,447 292,574 282,791 △ 9,783
受取補助金等 4,645,974 4,712,430 5,862,238 1,149,808
受取負担金 0 0 0 0
受取寄付金 94 145 391 246
その他の収入（受取利息収入等） 84,720 35,293 23,506 △ 11,787

経常費用 4,956,806 5,029,461 6,180,991 1,151,530
事業費 4,930,081 5,004,870 6,142,864 1,137,994
管理費 26,725 24,591 38,128 13,537

当期経常増減額 21,926 20,670 △ 1,608 △ 22,278

経常外収益 0 0 0 0

経常外費用 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 21,926 20,670 △ 1,608 △ 22,278

受取寄付金 102 0 0 0

当期指定正味財産増減額 102 0 0 0

正味財産期末残高 1,976,857 1,997,527 1,995,918 △ 1,609

保有総額
<令和4年3月31日時点>

保有総額（A）
<令和5年3月31日時点>

時価評価額(B)
<令和5年3月31日時点>

保有総額と時価評価額差
(B)－(A)

0 0 0 0
仕組債の保有状況

 （指定正味財産増減の部）

正
味
財
産
増
減
計
算
書

（一般正味財産増減の部）

※単位未満は四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。


